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【町　税】
町民の皆さんや企業が
町に納めた税金

【国庫支出金】
特定の目的のために、
国から交付されたお金

【県支出金】
特定の目的のために、
県から交付されたお金

【地方譲与税】
国が徴収して町に配分
されるお金

【町　債】
国や銀行などからの借
入金

【公債費】
借入金（町債）の返済
に使われるお金

※分類は地方財政状況調
査の分類方法による

3.8%

歳出総額 57億380万1千円

その他の内訳
議会費
63,683千円

災害復旧費
62,250千円

労働費
3,771千円

総務費
1,314,766千円
（前年度比　△26.7%）

民生費
925,607千円
（前年度比　13.3%）

衛生費
545,268千円
（前年度比　81.5%）

公債費
214,900千円
（前年度比　△0.8%）

教育費
746,121千円
（前年度比　81.8%）

消防費
230,994千円
（前年度比　13.7%）

その他
129,704千円
（前年度比　△35.8%）

土木費
830,236千円
（前年度比　21.0%）

農林水産業費
615,655千円
（前年度比　13.8%）

23.0%

16.2%

9.6%
2.6%

10.8%

14.6%

4.0%

13.1%
3.8%

商工費
150,550千円
（前年度比　△1.3%）

2.3%

一般会計歳出決算の状況

主な事業 （単位：千円）

総 務 費

サッカー支援センター機能回復事業 134,936 商 工 費 プレミアム付商品券事業 99,905
移住・定住促進対策事業 78,306 新型コロナウイルス対策中小企業者等支援事業 16,352
エネルギー構造高度化・転換理解促進事業 73,980

土 木 費

未来のかけ橋エレベーター整備事業 146,523
二酸化炭素排出抑制対策事業 9,928 道 路 維 持 補 修 事 業 139,428

民 生 費

障 が い 者 援 護 事 業 112,995 道 路 新 設 改 良 事 業 124,316
児 童 手 当 支 給 事 業 51,850 土砂採取区域災害対策事業 68,200
後期高齢者医療療養給付費負担金 56,034
子育て世帯臨時特別給付金給付事業 54,200

消 防 費
双葉地方広域市町村圏組合消防費負担金 133,762

衛 生 費

除 染 対 策 事 業 216,972 浅見川河川ハザードマップ作成事業 24,807
環境放射線モニタリング事業 54,994
双葉地方広域市町村圏組合塵芥処理費負担金 51,374

教 育 費

文 化 交 流 施 設 整 備 事 業 254,094
双葉地方広域市町村圏組合し尿処理費負担金 32,939 築地ケ丘体育館解体事業 90,906

労 働 費 警 戒 パ ト ロ ー ル 事 業 3,771 学校給食調理・配送・配膳事業 23,028

農林水産業費

ふ く し ま 森 林 再 生 事 業 346,454 奨 学 資 金 貸 与 事 業 21,360
林 業 専 用 道 路 整 備 事 業 17,490

災害復旧費
河 川 施 設 災 害 復 旧 事 業 36,845

ふるさと応援寄附金特典事業 7,707 林 業 施 設 災 害 復 旧 事 業 14,651
米価下落影響緩和緊急対策事業 6,197 農 業 施 設 災 害 復 旧 事 業 2,530

基金（積立金）の状況 （単位：千円）

区　　　　　分 令和２年度
末 現 在 高

令和３年度
積 立 額

令和３年度
取 崩 し 額

令和３年度
末 現 在 高

一般
会計

財 政 調 整 基 金 2,447,021 230,245 706,767 1,970,499 
減 債 基 金 446,649 64 0 446,713 
そ の 他 の 基 金 1,074,295 104,871 102,171 1,076,995 

特別
会計

国 民 健 康 保 険 基 金 253,534 32 0 253,566 
介護給付費準備基金 69,128 8 0 69,136 
合　　　　　計 4,290,627 335,220 808,938 3,816,909 

令和３年度決算 健全化判断比率 および 資金不足比率
　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき令和３年度決算に基づく
健全化判断比率および資金不足比率の状況をお知らせします。

（単位：％）

健全化判断
比　　　率

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

健 全 化 判 断 比 率 － － 6.6 －

早 期 健 全 化 基 準 15 20 25 350

財 政 再 生 基 準 20 30 35
　備考�　実質赤字額および連結実質赤字額がない場合および実質公債費比率又は将来負担比率が算定されない場合

は「－」と記載しています。
（単位：％）

資 金 不 足
比 率

特別会計の名称 資金不足率 備　　考

公共下水道事業特別会計 － 令第17条第３号の規定により事業の規模を算定

農業集落排水事業特別会計 － 令第17条第３号の規定により事業の規模を算定

土 地 開 発 事 業 特 別 会 計 － 令第17条第４号の規定により事業の規模を算定

　備考　１　資金不足比率は、資金の不足額がない場合は「－」と記載しています。
　　　　２　備考欄は、事業の規模の算定方法を記載します。
　　　　※令　地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令（平成19年政令第397号）

�　一般会計における地方債の元
利償還金と特別会計および一部
事務組合などの起こした地方債
の元利償還金（準元利償還金と
いう。）のうち一般会計で負担
する額の合計額の標準財政規模
を基本とした額※に対する比率
の３年間（令和元、令和２、令
和３年度）の平均の数値です。
※�　標準財政規模から元利償還
金などに係る基準財政需要額
算入額を控除した額です。

�　一般会計における地方債の残
高や特別会計および一部事務組
合などの起こした地方債の残
高、退職手当支給見込額（特別
職を含む。）、損失補償をしてい
る第三セクターなどの負担すべ
き債務の見込額、連結実質赤字
額、一部事務組合や土地開発公
社などの赤字額などの一般会計
が将来負担すべき実質的な負債
の額の標準財政規模を基本とし
た額に対する比率です。

　地方公共団体が、財政状況が
悪化した状況において、自主的
かつ計画的にその財政の健全化
を図るべき基準として定められ
た数値です。健全化判断比率が
この数値を上回った場合は、「財
政健全化計画」を策定し、議会
の議決を受けた後速やかに町民
に公表した上で県知事に報告し
なければなりません。

実質公債比率 将来負担比率 早期健全化基準

町債（借入金）の状況　            （単位：千円）

区　　　　　分 令和２年度
未 現 在 高

令和３年度
発 行 額

令和３年度
元金償還額

令和３年度
末 現 在 高

一 般 会 計 1,767,635 0 201,675 1,565,960 

公 共 下 水 道 事 業 会 計 543,498 0 99,572 443,926 

農 業 集 落 排 水 事 業 会 計 163,713 0 18,966 144,747 

土 地 開 発 事 業 特 別 会 計 150,933 0 15,733 135,200 

合　　　　　計 2,625,779 0 335,946 2,289,833 


